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1.論文の背景

近年､タイをはじめとする発展途上国において､

国際提携方式による企業の設立が盛んである｡発

展途上国と先進国双方の国際提携企業は､経済 ･

経営 ･社会環境の異なった企業文化の下で運営さ

れている｡また､発展途上国におけるさまざまな

企業環境条件と政府の産業政策が､企業の国際提

携に強 く影響を与えている｡そこで､タイ現地に

おけるタイと日本との国際提携企業を対象に､企

業内の組織的学習が技術移転 と人的資源開発に果

たす役割を研究 した｡

タイと日本の国際提携企業では､パー トナーと

の提携関係が重要な要素である｡パー トナー関係

に対 して､経営者は通常の企業運営以外にも多 く

の解決 しなければならない問題を抱えている｡つ

まり､国際提携企業が､現地で事業活動を行うに

当たって､日本的経営が何 らかの形でタイの現地

企業に持ち込まれる｡それが効果を発揮する場合

もあるが､逆に､現地で対立､衝突を引き起こす

ことも少なくない｡

そこで､本論文では､タイと日本の国際提携企

業間における企業学習がもたらす両国への有効な

経営戟略を把握 しようと試みた｡具体的には､タ

イ現地での提携企業間における経営資源の共有が

もたらす技術移転や人的資源開発はどのように展

開していくべきかについて分析 した｡本研究の結

果が､タイと日本の提携企業におけるタイ現地の

技術移転と人的資源開発に関して今後のタイと日

本の提携企業の事業活動に役立てることができれ

ば幸いである｡

2.論文の構成と章立て

本論文は､タイと日本提携企業の技術移転と人

的資源開発に関する企業学習の役割について､以

下のような順序で論述を試みた｡

第1章では､Ⅰntroductionとして研究の概念 と現

地企業の企業学習の役割について論述 した-. 研

究背景､研究問題､研究の目的､方法論､フレー

ムワーク､研究の範囲､研究の組織と研究の貢献

をまとめた｡

第2章では､LiteratureReviewとして戟略提携論､

組織学習論､技術移転と人的資源開発などの文献

研究を通 して､これらの課題関係の視点を検討 し

た｡

第3章では､StatusofSupportingIndustryand

InvestmentOpportunitiesinThailandとしてタイで

のサポーティング産業の背景とタイ政府の産業政

策と外国投資の受け入れ政策を概観 した｡ 本論

文は､自動車部品と電子 ･電機部品を中心に取 り

上げ､サポーティング産業の特色について検討 し

た｡

第 4章 で は ､ TheoreticalandConceptual

Frameworkとして理論と概念的な枠組みを論述 し

た｡企業学習の特質が先進国と発展途上国での現

地と外国の提携企業との間における知識や技術な

どの相違に存在すると想定 した｡ 提携企業は､

これらの相違点を相互補完関係によって､お互い

の文化的類似性､受容性､信頼性､組織所有の構

造､試用性､利用の優位性などを提供 し合い､現

地企業の技術移転を改善 し､人的資源開発を向上

させる｡

第5章では､MethodologyoftheStudyとして研

究の方法をまとめた｡ 本研究が､理論研究のみ

ならず､実態調査を駆使 して論点を明らかにした｡

第6章では､DataAnalysisとして実態調査からの

データ分析を行った｡

第7章では､ConclusionandSuggestionとして論文

の分析結果と結論および提案を提起 した｡

3.論文の用語

● organizationalLearning:組織学習とは､組織

体間に情報や知識が双方的に移転､交換､交

流 し､それらを受け入れたことと共に､新 し

い知識を形成することで知識創造をすること

である｡また､組織間学習とは､組織体の自

己完結的な組織学習が2つ以上存在 し､それ

らを連結させることで､情報や知識が組織間

で循環､蓄積 していくものと考えられる｡組

織学習を通 じて､生産現場の技能や生産工程

の変化や改善 ･開発能力などが向上すると考

えられる｡

● strategicAlliances:戦略提携 とは ､組織の存

続 ･成長を将来の環境条件下で実現するため

に､複数の企業がそれぞれの経営資源を提供

することに同意 して､強調 ･協力 ･共同しつ

つ､その目的を達成する行動である｡それは､

企業が他社の何 らかの優位性を利用すること

によって､自社の競争優位を構築することを

目的に､相手企業と結んで特定の業務に関す
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る技術開発､生産､販売などの各レベルで行

なう｡つまり､戟略提携はグローバル市場で

の競争優位を外部組織との関連で作り出す方

法であり､企業間のパートナーとの協力 ･協

調関係を結ぶことである｡また､パートナー

はお互いに相互的な利益を得るために､経営

資源を提供し合って､蓄積された経営資源を

他社との相互関係を通じて上手く活用してい

くことである｡戦略提携にはさまざまなパタ

ーンがある｡それは､合弁企業を始めとする

企業間のパートナーシップ､クロス ･ライセ

ンシング､共同研究開発協定､ロイヤリティ

の長期供給協定､技術提携､生産提携､生産

委託 (OEM供給)､調達提携などである｡

● LocalFim■sLeaming:ここでいうローカル企

業は､外国の多国籍企業と提携する現地の国

際提携企業を表す｡国際提携の大きな特徴と

しての企業学習は､国際提携企業による組織

間学習と指摘されている｡現地国際提携企業

の企業学習とは､現地企業の強化を目指す国

際提携企業において､現地企業の技術水準､

組織風土､技術 ･生産のさまざまなノウハウ､

人的資源開発による企業内の教育訓練などを

学習する組織の施策である｡現地企業学習が

国境を超えた経営資源の移動 ･活用の中で､

特に重要な役割を果たすのは､技術移転 ･技

術革新､人的資源開発の成果である｡

● TechnologyTransfer:ここでいう技術とは､

生産技術 (生産工程に関する知識､ノウハウ､

技能など)である｡技術移転とは､技術の取

得のみならず､技術の活用による波及効果が

もたらされることを意味する｡また､技術移

転とは､多国籍企業の国際提携の形態を通じ

て､国際的に技術を移転されることである｡

提携企業間の技術移転は､さまざまなチャネ

ルを通じて行われる｡それは､技術とともに

資本､経営ノウハウ､技能､操業指導などを

含む経営資源のパッケージ移転による供給を

通して行われる｡発展途上国と先進国の国際

提携企業の技術移転は､先進国で蓄積された

技術が発展途上国へ移転するのみならず､そ

の移転によって何らかの現地企業の生産能

力､技能向上などを伝播して技術移転 ･定着

の向上に結び付 く｡

● HumanResourceDevelopment:組織はヒト

(人的資源)という1つの重要な経営資源か

ら成り立っている｡人的資源は組織を動かす

主体であり､組織を有効に活用するためには､

人的資源開発が必要不可欠である｡人的資源

開発とは､人的資源の確保や活用など組織の

人的生産効率を改善し､企業目的の達成に貢

献することである｡組織内の人々の学習を提

供することによって組織内の人的資源の知

識､技術､技能を向上させる｡人的資源開発

の活動を促進するなかで人的資源が有する生

産能力を発揮させ､企業全体の生産効率の改

善､存続､発展を実現することができる｡人

的資源開発を有効に活用するためには､人材

育成あるいは企業内の教育訓練や生産方式に

ついての企業学習 (OJT,Off-JTなど)を実施

することが重要な施策である｡

● supportinglndustry:ここにいうサポーティ

ング産業とは､製造業による部品生産である｡

特に､本論文で取り上げるタイのサポーティ

ング産業は､電機 ･電子機器や自動車の部品

製造産業を意味する｡タイでは､まだ健全な

中′ト企業が育成されない状況にあり､タイの

基礎的な製造業が､多国籍企業､特に､日系

企業の部品メーカーに依存していることはい

うまでもない｡そこで､今後サポーティング

産業を育成し､国際競争力を向上させる産業

の裾野産業を形成しなければならないのが､

タイ経済開発の重要な課題である｡

● partnerattributes:提携パートナーの特質は､

次の3つの特質に分けられる｡ それは､1)

文化的類似性 (culturalsimilarity)､2)受容

性 (receptivity)､3)信頼性 (trust)である｡

1)文化的類似性とは､提携企業におけるパー

トナー間の企業文化の類似性である｡ここ

にいう文化的類似性は､パー トナー間を結

び付ける共有の組織的な価値､企業理念 ･

標準などがあげられる｡

2)受容性とは､ 企業学習の過程における新し

い知識を利用するために受け入れを可能に

する現地企業の受容性である｡

3)信頼性とは､パートナー間の信頼関係を現

している｡例えば､ 提携企業を結ぶに当た

って､パートナーの経営能力が有能と信 じ

て､パートナーに意思決定権限や独立性を

与えることなどがあげられる｡
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● Relationshipattributes:パー トナー関係の特

質は､2つの特質に分けられる｡それは､I)

組織の所有構造 (ownershipstructure)､2)

パ ー トナ ー の 相 互 補 完 性 (partner

complementarity)である｡

1)ここでいう組織の所有構造は､出資比率の

株主に関してパー トナーの提携所有構造の

所有資本と意味する｡

2)パー トナーの相互補完性は､提携パー トナ

ーが相互補完的な経営資源を提供 しあい､

蓄積された経営資源を他社との相互関係を

通じて上手く活用していくことである｡

● KnowledgeAttributes:知的特質は､次の2つ

の特質に分けられる｡それは､1)試用性

(trialability)､2) 利用の優位性 (usage

advantage)である｡

1)ここでいう試用性は､組織学習活動に既存

の情報や知識などを吸収するだけでなく､

現地企業が外国のパー トナーからの知識や

技術を生産過程で試しながら応用し､より

企業学習を成長させる過程である｡

2)利用の優位性は､技術や知識などを利用す

ることでユーザの中で学習効果が現れ､技

術に対する知識が増大していくことである｡

また､技術を利用することが技術の有用性

を高める､ユーザの利便性が高まっていく

ことである｡ここでいう利用の優位性は､

企業活動の過程における情報や知識などの

有効活用であり､情報や知識を取得し､適切

なコストと利益の利用を可能として､生産

効率の改善ができるようになることである｡

4.論文の目的

本論文の巨柑勺は､タイのサポーティング産業に

おけるタイと日本との国際提携企業の企業学習 ･

技術移転 ･人的資源開発関連の実態調査を行い､

その三者を関連づける要因を探ることである｡実

際､タイのサポーティング産業はまだ完成されて

いない状況にある｡そのような状況の中､技術力

が要求される付加価値の高い部品製造業 (その代

表が自動車 ･電機 ･電子の部品産業)の育成が必

要である｡特に､日系企業をはじめとする多国籍

企業の部品メーカーと結んで協力的な提携企業を

形成し､セット･メーカーに部品を供給すること

によって直接的にタイ国内の製造業をサポートす

ることである｡そこで､国内産業を育成すると同

時に､日系企業との提携によってサポーティング

産業の裾野､すなわち産業基盤が技術移転と人材

育成の受け皿となるのである｡

具体的には､タイにおけるサポーティング産業

の企業と提携している日系企業が､タイ側パート

ナー企業に貢献するために必要と思われる技術移

転､経営ノウハウの提供､人材育成などの要因に

ついて研究した｡とりわけ､日系企業がどのよう

に技術移転と人的資源開発に貢献しているかにつ

いて､タイ現地の企業学習の実態を調査すること

によって分析した｡そのために､現地企業の企業

学習モデルを構築し､組織学習論と戟略提携論に

基づいた仮説を立て､これを検証した｡

5.論文の枠組み

タイと日本の国際提携方式のビジネス展開を想

定した企業連携において､企業間提携が長期にわ

たる関係を維持するためには､タイと日本企業の

パートナー同士が相互に協力し合って同じ方針を

もって運営していかなければならない｡提携企業

では､政府間､国家間での経済的 ･経営的格差

(生産要素の価格､労働者の技能水準､サポーテ

ィング産業の成熟度など)､文化的 ･社会的格差

(言語､価値観､習慣など)が存在している｡こ

うした各パートナーの経営者 ･技術者と一般労働

者の経営慣行に対する相互理解と対応策を検討す

ることとした｡そこで､国際提携企業の形態にお

ける､現地提携企業の企業学習の理論的概念を調

査し､論文の枠組みを構築した｡

分析モデルは､三つの企業学習の要因と提携企

業による貢献 (技術移転の貢献と人的資源開発の

貢献)に分けられる｡この三つの企業学習の要因

は､ I) 提 携 パ ー トナーの特 質 (partner

attributes) ;1.1)文化的類似性 (cultural

similarity)､1.2) 受容性 (receptivity)､1.3) 信

頼性 (trust)､2) パー トナー関係の特質

(relationshipattributes) ;2.1) 組織の所有構造

(ownershipstructure)､2.2) パートナーの相互補

完性 (partnercomplementarity)､3) 知的特質

(knowledgeattributes);3.1)試用性 (trialability)､

3.2) 利用の優位性 (usageadvantage)であると

考えられる｡そして､これらの企業学習の各要因

が提携企業の生産過程における技術移転と人的資

源開発に役立つことになる｡
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6.分析モデル

図1 現地企業の企業学習における技術移転 と人的資源開発

(注 ) 筆 者 作 成 の 分 析 モ デ ル

7.仮説設定

本論文の主な仮説は､ タイ現地におけるタイと

日本の提携企業の相互に異なる経常管理 システム

や技術 などの学習にかかわるものである｡なかで

も､国際提携の特徴 としての組織間学習に焦点を

当てて検討 した｡組織学習 とは､組織間の情報や

知識が双方に移転､交換 され､それ らを受容 した

ことと共に新 しい知識 を創造することである｡特

に､組織は学習を通 じて､企業の技術水準､人的

資源開発､生産効率 を改善 し向上することを目的

とする｡そこで､本論文ではタイと日本の提携企

業の事例 を分析 し､次の5つの仮説 を設定 した｡

1.提携パー トナーの特質 (partnerattributes) が

高いほど､企業学習に影響 を与 え､現地企業

の技術移転の改善 と人的資源開発の向上 に貢

献する｡

1.1 文化的類似性 (culturalsimilarity) は､企

業学習 に影響 を与 え､現地企業の技術移

転の改善 と人的資源 開発 の向上 に貢献す

る｡

1.2 受容性 (receptivity) は､企業学習に影響

を与 え､現地企業の技術移転の改善 と人

的資源開発の向上に貢献する｡

1.3 信頼性 (trust) は､企業学習に影響 を与

え､現地企業の技術移転の改善 と人的資

源開発の向上に貢献する｡
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2.パー トナー関係の特質 (relationshipattributes)

が高いほど､企業学習に影響を与え､現地企

業の技術移転の改善と人的資源開発の向上に

貢献する｡

2.1 組織の所有構造 (ownershipstructure)は､

企業学習に影響を与え､現地企業の技 /

術移転の改善と人的資源開発の向上に貢

献する｡

2.2 パ ー トナ ー の相 互 補 完性 (partner

complementarity)は､企業学習に影響を与

え､現地企業の技術移転の改善と人的資

源開発の向上に貢献する｡

3.知的特質 (knowledgeattributes)が高いほど､

企業学習に影響を与え､現地企業の技術移転

が改善され､人的資源開発の向上に貢献する｡

3.1 試用性 (trialability) は､企業学習に影響

を与え､現地企業の技術移転の改善と人

的資源開発の向上に貢献する｡

3.2 利用の優位性 (usageadvantage) は､企

業学習に影響を与え､現地企業の技術移

転の改善と人的資源開発の向上に貢献す

る｡

4.現地従業員の職務満足度が高いほど､現地従

業員の生産効率が改善され向上する｡

5.従業員に村する外国人パー トナーの経営者や

技術者の経営指導 ･技術指導上の人材育成技

能が高いほど､現地従業員の生産効率を改善

し向上させる｡
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8.分析手法

本論文では､実態調査のデータから統計的分析

を用いて､以下のような統計分析方式を試み､仮

説を検証 した｡

● LISRELModel (LinearStructureRelationship

Model) :直線形関係方程式モデルは､原因

と結果 という因果関係のモデルである｡Xl

の因子は直接Yの結果に影響を及ぼすのでは

なく､x2という間接的な要因を通 してから､

Yに影響を与え､Yという間接的な結果を生

み出す｡これが､パス解析 (pathAnalysis)

というLISRELModelである｡

● MultipleRegressionAnalysis:重回帰分析 と

は､複数の変数が相互に関係 し､Ⅹの要因に

対するYの結果を示す分析方式である｡

● significancelevel (α) :有意水準は､仮説

検証の時に設定される基準の有意水準あるい

は信頼水準 (confidencelevel)である｡(普

通は1%または5%)

● co汀elation (r) :相関関係とは､XとY変数

の変化が同じ方向 (Xが大きくなるとYも大

きくなる)のものであるかどうか､相関関係

を示すものである｡

● Mean:平均値は､様々なデータを代表する

値であるoつまり､ある一群のデータをもっ

とも重要な一つの代表値により計算される算

術平均値である｡

8.1現地における実態調査

本論文は､アンケー ト調査 とインタビュー調査

から､現地企業のタイ人と日本人の経営者及び技

術者双方と､タイ人の一般従業員に関する現地企

業における企業学習の役割の調査を行った｡以下

の表1は､アンケー ト調査の対象と回収データで

ある｡

表1 調査対象におけるタイと日本の提携企業のデータ

対 象 す る従 業 員/企 業 N %

配布 した ア ンケ ー ト 現 地 企 業 の タ イ人 と 日本 人 の経 営者 及 び技 術 者 と一般 労働 者 1,00 0 100

回答 タイ と 日本 の.経 営 者 及 び技 術 者 165 16.5
タイ人 の一般 労働 者 204 20.4

サ ポ ー テ ィ ング産 業 電 機 .電子 の部 品産業 175 17.5

自動 車 の部 品産業 158 15.8
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8.2測定するデータの実証分析

表2 現地企業学習モデルの独立変数測定

独立変数 i質問項 目

変数

提携 パ ー トナ ー 文化 的 1.タイと日本の提携企業は､企業文化や企業理

の特質 類似 性 念が同一である○

2.タイと日本の両方の経営者 には経営 に関する

基本的な理念 に互換性があ り､ ビジネスの取

引が相互 に取 り入れ られている ○

受容性 1.タイとE]本のパ ー トナーが新 しい技術や知識

を提供 しあい､ ビジネス活動 に革新 を取 り入

れているo

2.新 しい技能 と知識の学習は企業の人的資源開

発 に対 しての重要 な要素であるo

信頼性 ilノ -ヾ トナーが国際提携 に対 して有能であるo
2.パー トナーを信頼 し､現地人 を任命す るな
ど､ タイ人従業員 に責任 を持 たせて よ り高い

地位 を与 える○【

パ ー トナー関係 組織 の所有 1.タイのパー トナー株主のマ ジ ョリテ ィ

の特 質 構造 2.日本のパー トナー株主のマ ジ ヨリーテ ィ

パー トナー 1.タイのパー トナー経営資源提供

の相互補完性 2.日本のパー トナー経営資源提供

知的特質 試用性【 1.生産技術や ノウハ ウは､ タイ人従業員 が生 産ライ ンで働 きなが ら､学習す る ことが可能で

あ り､ タイ人従業員 に適 している ○

2.この生産技術や ノウハ ウは､現地企業

の生産過程 の効率 を改善す る ものであるo

利用の 1.生産技術や ノウハ ウは､現地市場 と国際市場

優位性 で両方 に適 している○

E2.生産技術や ノウハ ウは､ コス トと利益 の面 に



神熱l快学審査学位論文の要約 "TheroleoHocaIFirmrslearningonTechnologyTransferandHumanResourcesDeveloprnent 31

表3 現地企業学習モデルの従属変数測定

従属変数 質問項 目

企業学習 全体的な現地企業学習

-生産効率の改善

-生産技術 の改善

-生産 ノウハ ウと生産技能の改善

-よ り良い コ ミュニケー シ ョンの改善

技術移転 -生産水準の向上

-製品デザ インの取得

- タイ産業水準 (TIS)の認証取得

-Ⅰ50 9000､9002の認証取得

-Ⅰso 14000､14001の認証取得

人的資源 開発 -生産性 と人材育成の改善

-不 良製品の発見率の改善
-返品率の改善

喜一機械 の効率的使用の改善
ト 研究開発 (R&D)プロジェク トの改善

表4 現地従業員の個人学習レベルにおける独立変数と従属変数測定独立変数 従属変数現地従業員の

職務満足

日本人経営者
や技術者の経

営指導 ･技術

指導上 の人材

育成技 能

一仕事 のや りがい

一作業環境

一仕事の負担 ･昇進

一給料 ･手当て

一労務時間

一休 日 ･休暇

一職務上の権限

-会社への意識反映

一福利厚生

一日本人ス タッフとの関係

日本人ス タッフの経営指

導 ･技術指導上の熱意

技術指導の能力

リーダーシ ッフ

組織 内での協調性

仕事への向上心 ･動機づけ

仕事への責任

生産効率

の向上

品質開発の向上

生産工程の改善

生産 コス トの削減

仕事上の技能向上
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8.3データ分析

本論文では､タイ現地におけるタイと日本の提

携企業の実態調査を行い､現地企業における企業

学習の役割を実証的に分析した｡そこで分析モデ

ルを統計的分析が可能なものとし､タイにおける

サポーティング産業の事例を調査した｡本調査/

8.4仮説検証

1)仮説1の検証

では､現地企業のタイ人と日本人の経営者及び技

術者双方と､タイ人一般従業員への2種類のアン

ケー ト調査及びインタビュー調査を実施した｡回

答企業数は100社で､タイと日本の経営者及び技

術者の回答数は165部､有効回答率は16.5%であ

った｡タイ人の一般従業員の回答数は204部で､

有効回答率は20.4%であった｡ /

表5 仮説1の測定変数間の相関分析と重回帰分析

(corre一ationandsquaremultiplecorrelation)

Correlation

Vl <一一> V2 0.501

V2 <-> vj 0.643

Vl <一一> V3 0.530

2

SquaredMultipleCorrelation(R )

Vl,V2,V3 一一> V4 0.514

Vl,V2,V3 一一> V6 0.129

Vl,V2,V3 一一> V5 0.175

(注) α = 0.05;有意性検定 (p≦0.05)

表6 仮説1のパス解析の因果関係分析

(Standardizedregressionweights)

StandardizedRegressionWeights(β)

V3 V2 Vl V4

V4 0.339 0.328 0.172 0.000

V6 -0.122 0.118 0.062 0.359

(荏) α =0.05;有意性検定 (p≦0.05)
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図2 仮説1の検証の結果

(注) 矢印に示 した数字は標準パス係数

上記仮説1を検証するために､3つの独立変数と2つの従属変数を規定する｡

独立変数 :vl-文化的類似性

v2-受容性

v3-信頼性

従属変数 :V5-技術移転

V6-人的資源開発

まず､パス解析を行った結果､LISRELモデルが以下の方程式を示す｡

V4-0.172(Vl)+0.328(V2)+0.339(V3)

V5-0.072(Vl)+0.137(V2)+0.142(V3)

v6-0.062(Vl)+0.118(V2)+0.122(V3)

以上の分析検証には､独立変数の文化的類似性､

受容性､信頼性と従軍変数の企業学習と技術移転

及び人的資源開発の相関係数がかなり高く､パス

解析の重回帰係数の有意水準には信頼範囲が認め

られるので､仮説1は支持された｡分析結果は､

以下の通りである｡

仮説1:タイと日本の提携パー トナーの特質

(文化的類似性､受容性､信頼性)が

企業学習に影響を与え､現地企業の技

術移転の改善と人的資源開発に役割を
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2)仮説2の検証

表7 仮説2の測定変数間の相関分析と重回帰分析

(correlationandsquaremultip一ecorrelation)

Correlation

V7 <一一> V8 0.072

2

SquaredMultipleCorrelation(R )

V7,V8 一一> V4 0.425

V7,V8 一一> V6 0.142

(注) α -0.05;有 意性検 定 (p≦0.05)

表8 仮説2のパス解析の因果関係分析

(Standardizedregressionweights)

StandardizedRegressionWeights(β)

V8 V7 V4

V4 0.555 -0.211 0.000

V6 0.209 -0.080 0.377

(注) α =0.05;有意性 検 定 (p≦0.05)

図3 仮説2の検証

(注) 矢印に示した数字は標準パス係数

上記仮説2を検証するために､2つの独立変数と2つの従属変数を規定する｡

独立変数 :V7-組織所有の構造

V8-パー トナーの相互補完性

従属変数 :V5-技術移転

V6-人的資源開発
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まず､パス解析を行った結果､LISRELモデルが以下の方程式を示す｡

v4--0.211(V7)+0.555(V8)
v5--0.093(V7)+0.244(V8)

V6- -0.080(V7)+0.209(V8)

以上の分析検証には､独立変数の組織所有の構

造と従属変数の企業学習と技術移転及び人的資源

開発の相関係数が低 く (マイナスの因果関係)､

組織所有の構造と企業学習の相関関係という判断

はできないので､仮説2.1が支持されなかった｡

他方､独立変数のパートナーの相互補完性と従属

変数の企業学習と技術移転及び人的資源開発の相

関係数がやや高く､パス解析の有意水準が有意で

あるので､仮説2.2が支持された｡分析結果は､/

3)仮説3の検証

以下の通りである｡

仮説2:パートナー関係の特質 (組織所有の構

造､パートナーの相互補完性)に関し

て､組織所有の構造は企業学習と現地

企業の技術移転と人的資源開発に影響

を与えなかったが､パートナーの相互

補完性が企業学習に影響を与えて､現

地企業の技術移転の改善と人的資源開

発に役割を果たした｡

表9 仮説3の測定変数間の相関分析と重回帰分析

(correlationandsquaremultiplecorrelation)

Correlations

V9 <一一> V10 0.738

2

SquaredMultipleCorrelations(R )

V9,V10 一一> V4 0.448

V9,V10 一一> V6 0.129

V9,V10 一一> V5 0.175

(注) α -0.05;有意性検定 (p≦0.05)

表10 イ反説3のパス解析の因果関係分析表

(Standardizedregressionweights)

StandardizedRegressionWei ghts(β)

V10 V9 ∃V4i

V4 0.401 0.316≡0.000

V6 0.144 0.114;LO.359】】

(荏) α =0.05;有意性検定 (p≦0.05)
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(荏) 矢印に示 した数字は標準パス係数

上記仮説1を検証するために､2つの独立変数と2つの従属変数を規定する｡

独立変数 :V9-試用性

vlO-利用の優位性

従属変数 :v5-技術移転

v6- 人的資源開発

まず､パス解析を行った結果､LISRELモデルが以下の方程式を示す｡

V4-0.316(V9)+0.401(VIO)

v5-0.133(V9)+0.168(VIO)

v6-0.114(V9)+0,144(VIO)

以上の分析検証には､独立変数の試用性､利用 りである｡

の優位性と従属変数の企業学習と技術移転及び人

的資源開発の相関係数が高 く､パス解析の重回帰

係数の有意水準は信頼範囲を認められることか

ら､仮説3が支持された｡分析結果は､以下の通

仮説3:知的特質 (試用性､利用の優位性)が

企業学習に影響を与え､現地企業の技

術移転の改善と人的資源開発に役割を
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4)仮説4と仮説5の検証

表11 仮説4と仮説5の測定変数間の相関分析と重回帰分析

(correlationanalysis)

Correlation 現地従業員の 日本の経営者や 現地従業員の生

職務満足 技術者の経営指導 .技術指導上の人材育成技能 産効率の向上

現地従業員の職務満足 PearsonCorrelation 1.0(X)_ 0.460 0.212

有意性検定 Significant(2-tailed) 0.000 0.003

日本の二経営者や技 Pearson 0.460 1.000 0.495

術者の経営指導 .技術指導上の人材育成技能 Correlation itIiI

有意性検定 Significant(2-tailed) ! 0.000 0.000

現地従業員の生産効率の向上 PearsonCorrelation ⊇ 0.212i 0.495 1.000

(注) α =0.01;有意性検定 (p≦0.01)

表12 仮説4と仮説5の相関分析と重回帰解析の因果関係分析

(correlation,squaredmultiplecorrelationsandstandardizedregressionweights)

Correlations

V2 <一一> Vl 0.4612

SquaredMultipleCorrelations(良 )

Vl,V2 一一> V3 0.236

StandardizedRegressionWeights(β)

Vl V2

(荏) α =0.01;有意性検定 (p≦0.01)
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表13 現地従業員の職務満足

Mean

仕事 のや りがい 3.8

作業環境 3.9

仕事 の負担 4.0

給料 .手 当て 3.6

労務時 間 4.0

休 日 .休暇 4.0

職務上 の権 限 .昇進 3.6

会社へ の意思反映 3.4

福利厚生 3.7

(症)5段 階の評価 :1-不満足 -5-満足
出所 :ア ンケー ト調査 か ら作成

表14 日本の経営者や技術者の経営指導 ･技術指導上の人材育成技舵

Mean

日本 人 ス タ ッフの経営指 導 .技術 指導 や 3.83
仕事上 の熱意

技術指導 の能力 3.49

リー ダー シ ップ 3.64

組織 内での協調性 3.71

仕事- の向上心 .動機づ け 3.56

(症)5段 階の評価 :1-非常 に悪 い-5-非常 に良い

出所 :ア ンケー ト調査 か ら作成

表15 現地従業員の生産効率の向上

Mean

品質開発 の向上 2.92

生産工程 の改善 2.84

生産 コス トの削減 2.64

仕事上 の技能向上 2.89

(注)5段 階の評価 :1-で きない-5-良 くで きる
出所 :ア ンケー ト調査 か ら作成

図5 仮説4と仮説5の検証

(症)矢 印 に示 した数字 は標準相 関係 数
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上記仮説4と仮説5を検証するために､2つの独立変数と1つの従属変数を規定する｡

独立変数 :vl-現地従業員の職務満足度

v2-外国人パートナーの経営指導と技術移転

従属変数 :V3-現地従業員の生産効率の改善

まず､重回帰分析を行った結果､重回帰式が以下の方程式を示す｡

V3--0.013(Vl)+0.492(V2)

以上の仮説4の検証には､独立変数の現地従業

員の職務満足度と従属変数の現地従業員の生産効

率の改善に関する相関係数が低 く (マイナスの関

係)､職務満足度と生産効率の改善における相関

関係は判断が不可能である｡また､重回帰分析の

有意水準も有意な関係でないので､仮説4が支持

されなかった｡

一方､仮説5の検証には､独立変数の外国人パ

ートナーの経営指導と技術移転と従属変数の現地

従業員の生産効率の改善に関する相関係数がか/

9.分析の結果

仮説検証の結果､仮説1､仮説3､仮説5につい

ては支持された｡しかし､仮説2についてのパー

トナー関係の特質は一部支持されたことを示して

いる｡すなわち､仮説2.2について､パー トナー

の相互補完性と企業学習の関係が高く､現地企業

の技術移転と人的資源開発に影響を与えているこ

とで､仮説は支持された｡しかし､仮説2.1につ

いて､組織の所有構造は企業学習の関係度が低 く､

仮説は支持されなかった｡また､仮説4について､

現地従業員の職務満足度と生産効率の改善との関

係仮説は支持されなかった｡

仮説2.1について仮説が支持されなかった理由

は､企業特殊 的な所有優位性 (ownership

advantage)における独占的な関係 (monopolistic

advantage)にあると考えられる｡提携企業の組

織の所有構造に関しては､その所有優位性のバラ

ンスが重要な要因である｡組織の所有構造と所有

権について､どちらかのパートナーの出資比率が

高いと､そのパー トナーの意思決定や経営コント

ロールを揺ることが高くなると考えられる｡本調

査において､タイと日本の提携企業は､日本側パ

ートナーが過半数以上の株式を保有している｡こ

れは､自社の利益や知的財産権を守ることになる

ので､結局､このような組織の所有構造が現地企

業学習に影響を与えなかったばかりか､逆にマイ

なり高く､重回帰分析の有意水準が有意であるの

で､仮説5が支持された｡分析結果は､以下の通

りである｡

仮説4:現地タイ.従業員の職務滴足度は､生産

仮説5:日本人パー トナーの経営者や技術者の

経営指導 .技術指導上の人材育成技能

は､現地従業員の生産効率の改善に影

ナスの影響を示す結果となった｡要するに､出資

比率のみを中心に企業活動を行うと､現地企業の

経営活動の独立性が失われるので､株主の所有権

だけではなく､現地企業の経営者や-一般従業員も

意思決定に参加できるような仕組みをつくる必要

がある｡

また､仮説4について､現地従業員の職務満足

度と生産効率の改善との関係仮説が支持されなか

った理由は､本調査からみると､タイと日本の提

携企業が直面する人事管理上の問題が存在すると

考えられる｡これは､転職 (jobhopping)の問題､

労働力の質や人材育成などの問題が重要な要因と

考えられる｡特に､タイにおけるサポーティング

産業の人材育成の問題は､技術者不足の問題に直

結している｡現地従業員の職務満足と個人の生産

効率との因果関係を分析したところ､昇進に関す

ることで構成された能力活用度は職務満足との関

係を示さなかった｡

現地企業に尋ねたインタビューから､職務全体

に対する満足度が高い反面､現地従業員は昇進機

会の点に不満を抱えていることが明らかになっ

た｡このことから有能な人材が離職することにな

ったことが考えられる｡ここで問題となるのは､

タイと日本の提携企業の経営現地化に基づく人材

育成が志向される中で､実際に組織で働く現地従

業員がどのようにそれを受け止めているかという

点であると筆者は考えている｡企業が主導する人
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材育成策は､企業側が目指す生産効率の向上ばか

りでなく､同時に､組織で働く人々の職務意識の

向上や仕事を通しての自己実現に寄与するもので

なければならない｡また､現地従業員の生産効率

の改善や技術の向上の成果との関係をみると､現

地企業の技術移転 ･定着はまだ難しいが､技術移

転における障害とそれを克服するための経営戦略

を考える際､技術研修した現地従業員の離職をい

かに防ぐかが､提携企業の黄も重要な課題であろ

う｡

本論文の結論として､タイと日本の提携企業の

各パートナーが相互補完的な経営資源を提供しあ

い､共に相互の経営戦略を支持することによって､

タイ現地の提携企業に技術の蓄積および波及が浸

透する形で移転できる｡また､タイ側パートナー

の企業にとっての技術の受容は従業員を通じて行

われるため､従業員の教育訓練や企業学習によっ

て人的資源開発にも貢献することになる｡

仮説1,仮設 2.2,仮設 3,仮設 5の検証結果から明

らかなようにタイ現地におけるタイと日本の提携

企業は､お互いの文化的類似性､受容性､信頼性､

相互補完性､試用性､利用の優位性､経営者や技

術者の技術指導上の人材育成など企業学習に影響

を与え､現地企業学習を促す｡最終的に､企業学

習によって組織特有の業務知識を蓄積する形態が

企業活動の生産過程に役割を果たす｡

以上のように､タイ現地のタイと日本の提携企

業における企業学習が､技術 ･経営ノウハウ､人

的資源などで相互補完的な経営資源を提供しあえ

ると共に､生産レベルの向上に大きな役割を果た

していることが分かった｡それはいうまでもなく､

タイと日本の提携企業における企業学習の結果と

して､技術移転の効果と人的資源開発の効果を通

じて､生産プロセスの進歩に大きな役割を果して

きている｡しかし､現地タイでは技術者の欠如､

技術吸収力の低さが非常に大きな問題となってい

る｡故に､筆者はタイ現地におけるタイと日本の

提携企業には､｢人的資源開発｣が必要であると

考えるに至った｡いうまでもなく､生産技術と人

材育成に関しては､現地タイ側の人材 (経営者 ･

技術者)の知識 ･経験を向上させる必要がある｡

特に､技術者の養成を含む ｢人材育成｣こそ､タ

イと日本の提携企業にとって､最優先事項として

扱われるべきであろう｡

人材育成策において考慮されるべき今後の課題

には､以下の3点があると考えられる｡

1.タイと日本の提携企業に勤務する現地従業員

の人材育成は､特に企業内教育訓練の実施に

対する教育的なコミュニケーションを通 じた

人材育成策を高めることである｡

2.｢人材育成の現地化｣にとって､現地企業の

文化的社会的条件を合わせて､タイ現地にお

けるタイと日本の提携企業に適切な独自の人

材育成システムを構築することが必要である｡

3.現地企業成長の基本的な要因は､組織学習の

メカニズムを通じた現地従業員の新しい知識

を習得する教育 (oJT､Off-JT)の増大である｡

そのなかでも､特に重要なのは､日々の仕事

を通じて蓄積される個人の学習が組織学習を

転換し､組織学習的人材育成を構築する必要

がある｡
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